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Ⅰ　はしがき
地域の産業振興には，内発的な振興と外発的な
振興がある（地域活性化センター，2012）。起業・
創業支援は地域の内発的振興に寄与できる可能性
が高く，外発的振興との相互作用も考えられる。
そのため，インキュベーション施設の設置や開業
資金の援助など，起業・創業支援に力を入れる自
治体も少なくない。
起業家の行動は起業・創業支援環境に敏感であ
り，起業する際には，地域の起業・創業支援環境
が大きく関与する。この環境は，上記のような起
業・創業を支援する制度的な側面（税制，融資制
度など），資金調達支援や補助金交付などの金融
的支援や技術指導・情報提供・コンサルティング・
紹介斡旋などのビジネスサービスの利用可能性だ
けでなく，起業意欲を高揚させる風土や教育，さ
らには，起業家の個人的なつながりから得られる
インフォーマルな支援も果たす役割は大きいも
のとされている（日本政策金融公庫総合研究所 , 
2011）。
筆者はこれまで我が国における企業の開業およ
び廃業の地域的変動について分析してきた。そし
て，大都市圏における活発な起業活動とその背景
にある大都市圏における開業・廃業のボラティリ
ティの高さを明らかにし，国土縁辺地域における
起業活動との比較から，起業行動と起業・創業支
援環境からみた両地域の差異にも触れた（石丸・
友澤，2014）。
そこで，本稿では，『新規開業実態調査』のデー
タ分析から起業家行動の空間的特性を明らかに
し，その背景としての起業・創業支援環境に論及

する。
本稿において分析する『新規開業実態調査』の
データには，国民生活金融公庫（現日本政策金融
公庫）が 2006 年 4 月から同年 9月にかけて融資
した企業のうち，融資時点で開業後 1年以内の企
業（開業前の企業を含む）3,506 社にアンケート
を行い，回答が得られた 918 人（26.2％）の経営
者の空間的特性が示されている 1）。

Ⅱ　起業背景に関する分析結果
  1．開業した会社の業種特性
表 1は，開業した会社の業種を 6 地方ごとに
集計したものである。地域区分が粗いため詳細な
検討はできないが，大都市圏を含む地域と国土縁
辺にある地域との間には，開業業種に差異がみら
れる。関東地方や近畿地方では，医療・福祉や情
報通信業，北海道・東北地方や九州・沖縄地方で
は建設業や小売業の割合が相対的に大きい。大都
市圏を抱える関東・近畿地方では，情報化や少子
高齢化などの動向に鑑み，これらの動向に影響を
受ける市場に参入する新規産業が生起している。
これに対して，国土縁辺地域に該当する地方では，
小売業や建設業など，雇用吸収力のある業種や公
共事業に対応した業種での開業が目立っていると
いえる。
表 2は，開業する直前の勤務先の離職理由を
示したものであるが，918 人のうち 712 人が離職
を経験している。これによると，関東，中部，近
畿の各地方においては，「自らの意思による退職」
がおよそ 80％の起業家に該当するが，北海道・
東北，中国・四国，九州・沖縄地方では 70％前
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後と大きな開きがある。これに対して，国土縁辺
地域に当たる地方では，離職理由に「事業部門の
縮小・撤退に伴う退職，勤務先の倒産・廃業に伴
う退職，解雇」を挙げる起業家が多い。
次に，開業に踏み切った直接の契機について，
表 3に集計した。中部地方において「取引先か
ら勧められた」とする起業家の割合が多いのは，
製造業に関する関連業者が多く，スピンアウトの
機会に恵まれていることが大きく関係しているも
のと思われる。「自己資金が蓄積できた」と「自
己資金以外の資金調達の目処がついた」とする開
業契機には，大都市圏対地方圏という対照が鮮明
に表れており，北海道・東北地方，中国・四国地
方，九州・沖縄地方では前者が少なく後者が多い
のに対して，関東地方ではその反対になっている。
このように，関東地方では独立に必要な技術・知
識の習得を契機として開業する場合が多く，大都
市圏でこれが顕著であるといえる。また，国土縁
辺地域に該当する地方では，勤務先の将来に対し
て不安があったことによる起業も多く，自己資金
以外によって資金調達の目処を立てている場合も

多いといえる。
表 4は，現在の事業を選んだ理由を集計したも
のである。全国的にみれば，経験や資格を活かせ
るということで現在の事業を選択した経営者が多
いが，国土縁辺にある地域では，地域（地元）に
ない業種あるいは地域（地元）で必要とされてい
る業種を認識して起業する場合が多いといえる。
また，当該地域では，従来あった企業が撤退した
事業に着目した場合も比較的多い。
以上のように，起業背景について，大都市圏を
抱える地域と国土縁辺にある地域とを比較してみ
ると，異なっているところがある。すなわち，大
都市圏における起業家の多くは，新規性を指向す
る情報の集積地である大都市において，ビジネス
の場としての優位性を意識しながら事業の機会を
追求するために起業したものといえる。これに対
して，国土縁辺地域では，地域を意識しながらも
限定的な需要のもとでの建設業や小売業などの起
業が目立ち，起業以外に選択肢がなく，必要に迫
られて起業した経営者が多いといえる 2）。

表１　各地方を本拠地として開業した会社の業種

表２　開業する直前の勤務先の離職理由

表３　開業に踏み切った直接の契機

表４　現在の事業を選んだ理由（該当３つまで）
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Ⅲ�　大都市圏および国土縁辺地域における起業家
の空間行動
  1．起業家の空間行動
表 5は，918 人の起業家の空間的特性を示した
ものである。起業家のおよそ 2割が東京都で開業
に必要な経験を積んだとしているように，東京都
を主な生育地とする起業家は 10％未満であるに
もかかわらず，最終学歴学校所在地や経験を積
んだ場所として東京都を挙げている起業家は約
20％存在する。地方出身者が東京都で学歴や開業
に必要な経験を積み，地方に戻って起業するとい

う空間行動が考えられる。
アンケート対象起業家の時空間行動をみると，
主な生育地，最終学歴の学校所在地，経験を積ん
だ場所，現在の事業本拠地の 4か所が同一地域で
ある割合は，関東および近畿地方が 85％，北海道・
東北地方が 78％，九州・沖縄地方 69％，中部地
方 63％，中国・四国地方 63％となっているよう
に，地方出身者は，生育から開業まで自地域で完
結する割合は低く，開業のための座学や体験を大
都市圏に依存していることがわかる。このように，
大都市圏と国土縁辺地域との間には，生育から開
業まで自地域で完結する割合が異なるといえるの
で，この 918 人の起業家の空間行動を 6地方区分
し，大都市圏を含む関東地方と国土縁辺地域に該
当する北海道・東北地方および九州・沖縄地方に
ついて，起業家の空間行動の地域的特性を詳細に
検討した。

 2．生育地を関東地方とする起業家の空間行動
図 1は，生育地を関東地方とする起業家のう
ち最終学歴を域外とする空間行動を示したもので
ある。関東地方内で行動が完結する起業家は 170
人に対して，最終学歴を域外とする者は 20 人に
とどまる。しかもそのうち 10 人は最終学歴校修
了後経験を積むため関東地方に戻っており，経験
を積む場所を域外としていた 10 人のうち 3人は
経験を積んだ後関東地方で開業している。
図 2は，生育地を関東地方としながらも経験
を積んだ場・開業地を域外とする起業家の空間行
動を示したものである。14 人の起業家がこれに
該当するが，北海道・東北地方へ経験を積みに出
た 3人の起業家はそのまま当該地域で開業してい
る。これに対して，中部地方や近畿地方にもそれ
ぞれ 2名の起業家が経験を積みに出ているが，そ
のうちそれぞれ 1人は開業のため関東地方に戻っ
ている。中国・四国地方や九州地方へ開業のため
出た起業家はわずか 1人ずつである。
したがって，関東地方を生育地とする起業家の
多くは域外に出ることはない。たとえ，就学のた
めに域外に出たとしても，経験を積むためや開業
のために関東地方に戻ってくる場合が多い。もっ
とも， 経験を積むためや開業するために域外に出
るわずかながらの起業家は関東地方に戻ることは
ない。

 3�．生育地を北海道・東北地方とする起業家の空
間行動
図 3は，生育地を北海道・東北地方とする起業

表５　起業家 918 人の空間的特性
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家のうち最終学歴を域外とする者の空間行動を示
したものである。就学地，経験を積んだ場所，開
業地がすべて域内で完結する起業家は 111 人であ
るのに対して，23 人は域外に出ており，関東地
方を生育地とする起業家よりも多い。また，この
域外転出先は 21 人が関東地方，2人が近畿地方
となっており，大都市圏に近接しているため，就
学地としては関東地方に大きく依存しているとい
える。
さらに，関東地方に就学後も 14 人が残留し経
験を積み，そのうち 10 人はそのまま開業してい
る。北海道・東北地方に戻って開業した起業家は
わずか 4人である。一方，近畿地方に就学のため
移動した起業家は，帰郷して経験を積み，そのま
ま開業している。

図 4には，生育地を北海道・東北地方とする起
業家のうち経験を積んだ場や開業地を域外とする
者の空間行動を表した。図 3と同様に関東地方
への移動が多く，経験を積む目的で移動した 10
名のうち 7名の起業家がそのまま関東地方で開業
している。
このように，関東地方で生育した起業家とは異
なり，北海道・東北地方で生育した起業家の場合，
就学のために域外に転出するパターンが多く，そ
の転出先のほとんどが関東地方である。そして，
関東地方に就学のため転出した場合は，以降も残
留し，経験を積み，開業する起業家が多いといえ
る。 

図２�　生育地を関東地方とする起業家のうち経験
を積んだ場・開業地を域外とする空間行動

出典 :「2007 年新規開業実態調査」

図１�　生育地を関東地方とする起業家のうち最終
学歴を域外とする空間行動

出典 :「2007 年新規開業実態調査」

図３�　生育地を北海道・東北地方とする起業家の
うち最終学歴を域外とする空間行動

出典 :「2007 年新規開業実態調査」

図４�　生育地を北海道・東北地方とする起業家の
うち経験を積んだ場・開業地を域外とする空
間行動

出典 :「2007 年新規開業実態調査」
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 4�．生育地を九州・沖縄地方とする起業家の空間
行動
図 5は，生育地を九州・沖縄地方とする起業家
のうち最終学歴を域外とする者の空間行動を示し
たものである。北海道・東北地方を生育地とする
起業家の場合と異なり，大都市圏に隣接していな
いために，最終学歴を関東地方と近畿地方とする
起業家の数はほぼ等しい。すなわち，九州・沖縄
地方で域内完結する起業家が 94 人に対して，就
学のために関東地方および近畿地方に移動した者
はそれぞれ 10 名と 9名になっている。このほか，
中国・四国地方に 2名，中部地方に 3名，北海道・
東北地方に 2名の就学移動がみられるように，多
様な移動パターンがみられる。また，北海道・東
北地方に生育した起業家は，関東地方に就学した

後もほとんどが当該地方に残留していたのに対し
て，九州・沖縄地方に生育した起業家は，就学の
ために域外に出ても経験を積むために帰郷するパ
ターンも多い。
図 6は，生育地を九州・沖縄地方とする起業
家のうち経験を積んだ場および開業地を域外とす
る者の空間行動を示したものである。北海道・東
北地方を生育地とする起業家の場合と若干異なっ
ている。すなわち，最終学歴を域外とするよりも，
経験を積んだ場および開業地を域外とする起業家
の数が多くなっている。このことは，九州・沖縄
地方に就学機会がありながら，経験を積む場所と
しての大都市圏が重視されているといえる。帰郷
して開業するパターンもみられるが，開業地とし
ても関東地方および近畿地方は魅力的である。
このように，九州・沖縄地方を生育地とする起
業家の場合，域外に出た空間移動パターンは，北
海道・東北地方の起業家より複雑であり，就学の
ための移動先は関東地方と近畿地方に集中してい
る。ただし，関東および近畿地方に残留して経験
を積み，その後同地方にて開業する起業家は，北
海道・東北地方で生育した起業家の場合ほど多く
はない。 一方，生育地内で就学し，その後の経
験や開業を域外とするパターンは北海道・東北地
方より多いといえる。 
以上，国土縁辺にある地域を生育地とする起業
家の空間行動について，大都市圏を含む地域と比
較してその特徴を分析したが，就学や経験を積む
ため大都市圏を抱える地域へ転出するパターンが
多いことがわかった。また，そのまま域外で開業
するパターンと生育地にUターンして開業する
パターンの両方が認められた。これは，国土縁辺
地域において生育した起業家が，知識習得や経験
を積むために大都市圏に移動する必要がある場合
と，就学のために大都市圏に移動しそこで起業に
関する知識・情報，経験や意欲を獲得し，開業に
結び付いた場合があることが考えられる。そこで，
次章では国土縁辺地域に生育した起業家の域内外
での開業理由を分析することによって，起業行動
の特徴や起業・創業環境を明らかにする。

Ⅳ�　国土縁辺地域にＵターンした起業家の開業理
由
表 6は，北海道・東北地方を生育地とする起
業家のうち，域外で開業した者がその開業理由と
して挙げたものを示している。域外といってもほ
とんどが関東地方における開業であり，地代や家
賃が安いことや販売先とのアクセスのよさを開業

図５�　生育地を九州・沖縄地方とする起業家のう
ち最終学歴を域外とする空間行動

出典 :「2007 年新規開業実態調査」

図６�　生育地を九州・沖縄地方とする起業家のう
ち経験を積んだ場・開業地を域外とする空間
行動

出典 :「2007 年新規開業実態調査」
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理由として挙げているが，これはＵターンした起
業家にも共通した理由となっている。
一方，Ｕターンした起業家の開業理由は，上記
2つの理由のほか，仕入先とのアクセスのよさ，
主な生育地であること，介護や教育などの家庭の
事情もあり，むしろ生育地であることや家庭の事
情という理由がＵターン起業家特有の開業理由と
なっている。

同様に，九州・沖縄地方に関してみる（表 7－ 1・
2）と，域外開業とＵターン開業に共通する理由
として，販売店とのアクセスのよさと地代や家賃
の安さがあり，仕入先とのアクセスのよさは理由
として重要でないとされている。一方，北海道・
東北地方を生育地とする起業家にもみられたよう
に，Ｕターン起業家のなかには，主な生育地であ
ることを開業理由として挙げる者が多く，介護・
教育などの家庭の事情を理由として挙げる者も少
なくない。
以上，開業理由から国土縁辺地域の起業家の特
徴をみてきたが，就学のために域外に出てもＵ
ターンして開業した起業家の多くは，その理由に，
生育地であることや家庭の事情を挙げるケースが
多いことがわかる。

Ⅴ　むすび
本稿では，起業家の生育から開業までの空間行
動について，大都市圏と国土縁辺地域とのコント
ラストを強調しながら分析，考察を行ってきた。
彼らの空間行動からみえてくる発地と着地の地域
属性を検討することで起業・創業支援環境を考察
することができた。
大都市圏は，「事業機会型起業家」に好適の環
境であるといえる。すなわち，大規模な市場とビ
ジネスチャンス，豊富なベンダーとサプライヤー，
イノベーターネットワークは，起業意識を高揚さ
せ，マネタイズ（収益化）などの面からみた起業
化の可能性を確信することになる。したがって，
域外に出る必要性は感じない。国土縁辺地域に生
育した起業家も，開業のための座学や体験を大都
市圏に依存し，また大都市圏での就学経験が起業
に結びつくため，大都市圏に残留して起業するこ
とにもなる。これらの活動が後押しして新規開業
が活発にみられる風土や土壌がさらに充実してい
く。
一方，国土縁辺地域では，起業に対する動機付
けに乏しく，ビジネス環境が整っていないため，
起業家は域外に脱出する選択肢を求める。しかし
ながら，国土縁辺地域に生育し就学等で域外に出
た起業家は，望郷の念を抱いたり，親の介護や子
どもの教育など家庭の事情を抱えながらやむなく
帰郷する場合も少なくなく，「生計確立型起業家」
が誕生する。昨今の起業・創業支援に関するある
意味充実した諸施策によって，「プチ起業」する
彼らは，スタートアップの段階の資金調達を，さ
ほど深刻に捉えていない。したがって，収益性か
らみて厳しい地方市場の中で地域の固有性や優位

表６�　北海道・東北地方を生育地とする起業家の
域内外での開業理由

表７－１�　九州・沖縄地方を生育地とし域外で開
業した起業家の開業理由

表７－２�　九州・沖縄地方を生育地としＵターン
して開業した起業家の開業理由
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性を洞察しながらマーケティングを行っていく力
が試されることになる。
いずれにしても，このような起業家の空間行動
は，その背景や動機を分析することによって地域
の起業・創業支援環境が明らかになってくる。本
稿では，資料の制約上定量的な把握に傾斜せざる
をえなかった。今後の課題として，個別のケース
の検討を視野に入れた，個々の起業家の実態把握
のための事例研究が必要とされるが，この点は別
稿に委ねたい。

本分析にあたっては，東京大学社会科学研究所
附属社会調査・データアーカイブ研究センター
SSJ データアーカイブから「新規開業実態調査（国
民生活金融公庫総合研究所寄託）」の個票データ
の提供を受けた。
なお，本稿の骨子は，2013 年 9 月 29 日に開催
された日本地理学会秋季学術大会において発表し
た。また，本研究は，科学研究費基盤研究（C）「わ
が国における企業の新規開業からみた地域的動向
と創業支援環境」（課題番号 23520955）の成果の
一部である。

注
  1）�　このデータは，東京大学社会科学研究所附
属社会調査・データアーカイブ研究センター
が個票データを受託し，管理・貸出を行って
いる。本研究ではこのデータを借用して分析
を行ったが，貸出個票データは 6地方に集計
されており，これより下した都道府県単位の
データは入手できなかった。

 2）�　ベンチャーエンタープライズセンター 
（2013）は，前者を事業機会型起業家，後者を
生計確立型起業家と名付けている。
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